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いの町下⽔道事業経営戦略 
 

団 体 名 ︓ いの町 
事 業 名 ︓ 下⽔道事業 
策 定 日 ︓ 令和 7 年３月 

計 画 期 間 ︓ 令和 7 年度〜令和 16 年度 
 
１．事業概要 
（１）事業の現況 

① 施設 

供⽤開始年度 
（供⽤開始後年数） 

事業区分 
供⽤開始年度 

（供⽤開始後年数） 
法適(全部適⽤・一
部適⽤)非適の区分 

公共下⽔道事業 
平成元年度 

(供⽤開始後 35 年) 

法適⽤(一部） 
令和 6 年４月移⾏ 

農業集落排⽔事業 
(八代地区) 

平成 10 年度 
(供⽤開始後 26 年) 

農業集落排⽔事業 
(加田地区) 

平成 16 年度 
(供⽤開始後 20 年) 

天王地区 
汚⽔処理施設事業 

平成 19 年度（移管） 
(町への移管後 17 年) 

処理区域内 
⼈⼝密度 

４6.2 ⼈/ha 
(令和 5 年度決算から) 

流域下⽔道等への 
接続の有無 

 
無 

公共下⽔道事業    3,899 ⼈、102ha 
農業集落排⽔事業     594 ⼈、 14ha 
天王地区汚⽔処理施設事業 3,683 ⼈、 61ha 

処理区数 

４処理区 
公共下⽔道事業    １処理区 
農業集落排⽔事業   ２処理区 
天王地区汚⽔処理施設事業 １処理区 

処理場数 

４処理場 
公共下⽔道事業    １処理場 
農業集落排⽔事業   ２処理場 
天王地区汚⽔処理施設事業 １処理場 

広域化・共同化・最適
化実施状況 

⼤型浄化槽処理区域（天王地区）を公共下⽔道に編⼊ 
（令和６年１２月） 
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② 使⽤料 

一般家庭⽤使⽤料体系の 
概要・考え方 

■公共下⽔道、農業集落排⽔(加田地区)、天王地区汚⽔処理施設 
基本⽔量に対する基本料⾦と超過⽔量(⽔量段階別)に応じた使⽤料
⾦による料⾦体系としています。 
料⾦表（１か月につき）税抜 

基本料⾦ 8 ㎥まで 520 円 
超過料⾦(1 ㎥につき) 8 ㎥超え 30 ㎥まで 90 円 

 30 ㎥超え 50 ㎥まで 110 円 
 50 ㎥を超えるもの 120 円 

 
■農業集落排⽔(八代地区) 
１世帯当たり基本料⾦と世帯⼈員数に応じた割増し料⾦による料⾦体
系としています。 
料⾦表（１か月につき）税抜 

基本料⾦ １世帯につき 490 円 
⼈員料⾦ １⼈あたり 810 円 

 
使⽤料は上記料⾦表により算出した額の合計額に消費税相当額を加
えた額としています。また、1 円未満の端数が⽣じたときは、これを切り捨
てるものとしています。 

業務⽤使⽤料体系の 
概要・考え方 一般家庭⽤と同様の料⾦体系としています。 

その他の使⽤料体系の 
概要・考え方 一般家庭⽤と同様の料⾦体系としています。 

条例上の使⽤料*1 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

公共下⽔道 
令和 3 年度      1,760 円（税込み） 
令和 4 年度      1,760 円（税込み） 
令和 5 年度      1,760 円（税込み） 

 農業集落排⽔ 
令和 3 年度      3,212 円（税込み） 

 令和 4 年度      3,212 円（税込み） 
 令和 5 年度      3,212 円（税込み） 

 天王地区汚⽔処理施設 
令和 3 年度      1,760 円（税込み） 

 令和 4 年度      1,760 円（税込み） 
 令和 5 年度      1,760 円（税込み） 

実質的な使⽤料*2 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

公共下⽔道 
令和 3 年度      2,212 円（税込み） 
令和 4 年度      2,205 円（税込み） 
令和 5 年度      2,187 円（税込み） 

 農業集落排⽔ 
令和 3 年度      2,628 円（税込み） 

 令和 4 年度      2,618 円（税込み） 
 令和 5 年度      2,525 円（税込み） 

 天王地区汚⽔処理施設 
令和 3 年度      1,907 円（税込み） 

 令和 4 年度      1,806 円（税込み） 
 令和 5 年度      1,891 円（税込み） 

*1 条例上の使⽤料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使⽤料をいう。 
*2 実質的な使⽤料とは、料⾦収⼊の合計を有収⽔量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭⽤のみでなく業務⽤を含む）をいう。 
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③組織 

職員数 
令和６年度時点 

【上下⽔道課】職員数７名（上⽔道兼任職員３名） 
課⻑  1 名（上⽔道兼任） 
課⻑補佐 1 名（上⽔道兼任） 
係⻑  1 名（上⽔道兼任） 
事務職員 2 名（損益勘定支弁職員 2 名） 
技術職員 2 名（うち損益勘定支弁職員 1 名） 

事業運営組織 

上下⽔道課 組織図 
 
 
 
 
 

 
（２）⺠間活⼒の活⽤等 

⺠間活⽤の状況 

ア ⺠間委託 
（包括的⺠間委託を含む） 

終末処理場及びマンホールポンプの運転及び
維持管理について⺠間に委託しています。 

イ 指定管理者制度 現時点では実施していません。 
ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 現時点では実施していません。 

⺠間活⽤の状況 

ア エネルギー利⽤ 
（下⽔熱・下⽔汚泥・発電等） 

現時点では実施していません。 

イ ⼟地・施設等利 
（未利⽤⼟地・施設の活⽤等） 

現時点では実施していません。 

 
（３）経営比較分析表を活⽤した現状分析 

直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について（公営
企業三課室⻑通知）」による経営比較分析表）は次のとおりです。 

・経営比較分析表（法非適⽤）公共下⽔道事業 
・経営比較分析表（法非適⽤）農業集落排⽔事業 

  

事務職員　2名
損益勘定支弁職員

課⻑ 課⻑補佐 係⻑
（兼任） （兼任） （兼任）

技術職員　2名
うち1名損益勘定支弁職員
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⼈
処理区域内⼈⼝と接続⼈⼝

処理区域内⼈⼝ 接続⼈⼝ 接続率(⽔洗化率)

２．将来の事業環境 
（１）処理区域内⼈⼝の予測 

■下⽔道事業（公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設） 
 公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設における処理区域内⼈⼝及び接続⼈⼝は、
次に示す考え方でそれぞれ推計して下⽔道事業として合算しました。 
 

①処理区域内の⼈⼝推計 

 処理区域内⼈⼝は、過去実績（令和 1〜5 年度）の平均減少率を令和 6 年度以降、前年度処
理区域内⼈⼝に乗じて推計しました。 

 数式︓処理区域内⼈⼝＝前年度処理区域内⼈⼝×減少率(令和 1〜５年度の平均) 
 

②接続⼈⼝の推計 

 接続⼈⼝の推計は、処理区域内⼈⼝に接続率(令和 1〜５年度の平均)を乗じて推計しました。 
 数式︓接続⼈⼝＝処理区域内⼈⼝×接続率(令和 1〜５年度の平均) 

 
処理区域内⼈⼝の予測（公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設の合算） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実績  推計 
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百万円 下⽔道使⽤料(税抜き)

（２）有収⽔量の予測 
■下⽔道事業（公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設） 
 公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設における有収⽔量は、次に示す考え方でそ
れぞれ推計して下⽔道事業として合算しました。 

 数式︓有収⽔量＝⽔洗化⼈⼝1⼈当たり有収⽔量(令和 4 年度決算)×接続⼈⼝(⽔洗化⼈⼝) 
※令和 5 年度は打切決算の関係で有収⽔量が１か月分決算上少なくなっています。 

有収⽔量の予測（公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設の合算） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）使⽤料収⼊の⾒通し 
■下⽔道事業（公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設の合算） 
 公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設における使⽤料収⼊は、次に示す考え方で
それぞれ推計して下⽔道事業として合算しました。 

 使⽤料＝有収⽔量１㎥当たり使⽤料（令和 4 年度決算）×有収⽔量 
※令和 5 年度は打切決算の関係で使⽤料が１か月分決算上少なくなっています。 

下⽔道使⽤料の予測（公共下⽔道、農業集落排⽔、天王地区汚⽔処理施設の合算） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実績  推計 

実績  推計 
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（４）施設の⾒通し 
■公共下⽔道 
 いの町公共下⽔道事業は、令和５年度末の下⽔道処理⼈⼝普及率（供⽤開始⼈⼝/全体計画
区域内⼈⼝）が約 24.4％であり、今後も汚⽔管渠の整備による普及促進が求められています。終
末処理場（伊野浄⽔苑）については、平成元年の供⽤開始後 35 年が経過し、機械・電気などの
施設の⻑寿命化事業に着⼿している状況です。 

 今後も、経営改善に⾒合った計画的な維持修繕・機械・管路等の更新に取り組んでいきます。 
 

■農業集落排⽔ 
 いの町農業集落排⽔事業は、八代地区及び加田地区共に施設整備が概成していることから、今後
は、施設の適切な維持・管理を⾏いながら、改築・更新事業に取り組んでいくこととなります。 

 下⽔道施設の適切な管理・点検及び計画的な改築・更新事業を進めるため、最適整備構想に基づ
く管理・点検及び改築・更新事業を実施します。 

 
■天王地区汚⽔処理施設 
 いの町天王地区汚⽔処理施設事業は、施設整備後に⺠間より移管された施設でありこれまで適切
な維持・管理に努めてきました。 

 令和６年度に公共下⽔道へ統合し、現在は中継ポンプ場として運⽤しています。 
 
（５）組織の⾒通し 
 いの町では、⽔道事業、下⽔道事業、農業集落排⽔事業、合併処理浄化槽設置補助事業を上
下⽔道課で所管しています。 

 これら複数の事業管理を 11 名の職員で効率的に実施しており、今後も事業量に応じて、適切な⼈
事管理を⾏っていきます。 

 また、将来の下⽔道事業を担う⼈材育成を図るため、経験のある職員による指導や職員研修などを
積極的に実施していきます。 
 

３．経営の基本方針 

（１）経営の基本方針 
いの町の下⽔道事業では、少子高齢化や⼈⼝減少等の社会構造の変化に対応した事業の健全な

経営が求められています。このため、持続可能な下⽔道事業の実現に向け、令和 7 年度から令和 16
年度までの 10 年間を計画期間とする「経営戦略」を策定し、以下の基本方針に基づき経営健全化に
努めます。 
■公共下⽔道 
○施策１︓効率的な施設整備 

・汚⽔管渠整備については、整備済み区域周辺の⼈⼝密度の高い地区を中⼼に事業を進めます。 
○施策２︓増加するストック（下⽔道施設）の適正な管理 

・伊野浄⽔苑の適正な運転・管理を⾏い公共⽤⽔域への放流⽔質の安定化を図るため、現在実
施している包括的⺠間委託を継続します。 

・下⽔道施設の適切な管理・点検及び計画的な改築・更新事業を進めるため、ストックマネジメント
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計画を策定します。 
○施策３︓経営の安定 

・⼤型合併処理浄化槽処理区域（天王地区）を公共下⽔道に取り込み、使⽤料収⼊の増加に
よる経営の安定化を図ります。  

・事業を持続的かつ安定的に経営していくためには、収⼊・支出の両面から経営健全化に取り組む
必要があるため、本経営戦略に基づく事業評価を定期的に実施します。 

■農業集落排⽔ 
○施策１︓効率的な施設整備 

・処理施設の適正な運転・管理を⾏い公共⽤⽔域への放流⽔質の安定化を図るため、現在実施し
ている⺠間委託を継続します。  

・下⽔道施設の適切な管理・点検及び計画的な改築・更新事業を進めるため、最適整備構想に
基づく管理・点検及び改築・更新事業を実施します。 

○施策２︓経営の安定  

・事業を持続的かつ安定的に経営していくためには、収⼊・支出の両面から経営健全化に取り組む
必要があるため、本経営戦略に基づく事業評価を定期的に実施します。 

■天王地区汚⽔処理施設 
○施策１︓効率的な施設整備 

・⺠間委託により、処理施設の適正な運転・管理に努めてきました。公共下⽔道への統合後はマン
ホールポンプ場として包括的⺠間委託の契約内に含め、引き続き適正な管理運営を継続します。 

○施策２︓経営の安定 

・公共下⽔道に統合し、維持管理費⽤の圧縮と、使⽤料収⼊の増加による経営の安定化を図りま
す。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 
（１）投資・財政計画（収支計画） 

別紙のとおり 
（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

①収支計画のうち投資についての説明 

目標 

・本町では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり目標値を設定しています。 
＜目標＞計画期間 令和 16 年度末における目標 
・⽔洗化率 98％以上（下⽔道事業全体）を目指します。 
※令和 5 年度実績︓公共下⽔ 99%、農業集落排⽔ 80％、天王地区 100％ 
＜投資の目標に関する考え方＞ 
・処理区域内⼈⼝のうち、実際に⽔洗便所を設置して汚⽔処理している⼈⼝の割
合を表した指標であり、⽔洗化率向上のための普及啓発を図ります。 

 
上記目標の達成に対応するため、計画期間内において次の事業を予定しています。 
【計画期間内の事業計画】 

○施設整備事業     1,577 百万円（令和 7〜16 年度） 
伊野浄⽔苑改築事業     785 百万円 
相⽣ポンプ場改築事業     595 百万円 
施設計画の⾒直し      197 百万円 

○管渠整備事業     1,000 百万円（令和 7〜16 年度） 
伊野処理区管渠改築事業    230 百万円 
伊野処理区内未普及対策事業   770 百万円 

 
【管渠、処理場等の建設・更新に関する事項】 

・⽣活排⽔処理を進めるため、管渠整備や合併処理浄化槽の整備促進を進めていきます。 
 

【投資の平準化に関する事項】 
・下⽔道事業における投資については、計画期間内にストックマネジメント計画を策定し、補助事業
を主体とした事業費の平準化を実施していきます。 

 
【防災・安全対策に関する事項】 

・施設の耐震化等を進めます。 
 

【その他】 
・該当ありません。 
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②収支計画のうち財源についての説明 

目標 

・本町では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり目標値を設定しています。 
＜目標＞計画期間 令和 16 年度末における目標 
・経常収支比率 100％以上を目指します。（令和 5 年度実績 該当なし） 
＜財源の目標に関する考え方＞ 
・経常収支比率は、当該年度の経常収益で維持管理費等の経常費⽤をどの程
度賄えているかを示す指標であり、健全経営を続けていくために単年度収支の⿊
字化を目指します。 

 
【使⽤料収⼊の⾒通し、使⽤料の⾒直しに関する事項】 

・使⽤料収⼊は、有収⽔量当たりの使⽤料×有収⽔量で算定しました。 
・使⽤料の⾒直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料⾦改定の必要性に
ついて継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考えとしています。 

 
【企業債に関する事項】 

・建設改良費に対し、国庫補助⾦と一般会計補助⾦を除いた額に対して起債を充てる予定としてい
ます。 

・新規発⾏企業債の発⾏条件は、元利均等方式、償還期間 30年、うち据置 5年、利率は3.0％
以内で想定しています。 

 
【繰⼊⾦に関する事項】 

・国が示している一般会計からの繰出しの基本的な考え方に沿って、繰⼊する試算としています。 
・また、下⽔道施設の資本費及び維持管理に係る他会計出資⾦、補助⾦として財政部局と協議の
上、基準以外の繰⼊⾦も一般会計から繰⼊する試算としています。 

 
【資産の有効活⽤に関する事項】 

・現在、遊休資産が存在しないため、本計画では反映しておりません。なお、今後、⼈⼝減少等によ
り使⽤されなくなった施設等が⽣じた場合、その活⽤について検討します。 

 
【その他】 

・⽣活排⽔処理の意義や下⽔道事業の経営状況等について周知を図り、使⽤料収⼊の未納解消
に努めます。 
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【⺠間の活⼒の活⽤に関する事項（包括的⺠間委託等の⺠間委託、指定管理者制度、PPP/PFI
など）】 

・業務の効率化や経費削減のため、終末処理場、マンホールポンプの管理を包括的⺠間委託してお
り、現⾏の委託業務形態が当面継続することを前提に試算しています。 

・PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先進事例及びそれらのもたらす
効果等を勘案して、今後検討していきます。 

 
【職員給与費に関する事項】 

・令和６年度予算における「1 ⼈当たりの年間給与費」に「職員数」と「平均物価上昇率」を乗じて
試算しています。 

 
【修繕費に関する事項】 

・令和６年度予算における「修繕費」に「平均物価上昇率」を乗じて試算しています。 
 

【委託費に関する事項】 
・令和６年度予算における「委託費」に「平均物価上昇率」を乗じて試算しています。 
 

【その他】 
・令和６年度予算における「その他費⽤」に「平均物価上昇率」を乗じて試算しています。 
 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 
①今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化
に関する事項 

本町だけの取組には限界があるため、県及び近隣⾃治体と⾜並みを
揃えて、中⻑期的な将来を⾒据えて共同化等を検討していきます。 

投資の平準化に関する 
事項 

計画期間中に、⻑期的な視点で効率的な資産管理を図るためのスト
ックマネジメントを策定し、事業の平準化を図りながら施設整備を進めま
す。 

⺠間活⼒の活⽤に関する
事項（PPP/PFI など） 

PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先
進事例及びそれらのもたらす効果等を勘案して、今後検討していきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 
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②今後の財源についての考え方・検討状況 

使⽤料の⾒直しに関す
る事項 

経営環境の様々な変化をモニタリングし、料⾦改定の必要性について
も 5 年に一度は検証、検討を⾏い、財源の確保を図っていく必要があり
ます。 

資産活⽤による収⼊増
加の取組について 

下⽔熱・下⽔汚泥・発電等のエネルギー利⽤の取組などや、⼈⼝減に
より使⽤されなくなった施設等の活⽤については、今後検討していきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 

 
③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

⺠間活⼒の活⽤に関す
る事項（包括的⺠間委
託等の⺠間委託、指定
管理者制度、PPP/PFI
など） 

他⾃治体の先進的取組事例の調査を⾏い、⺠間活⽤における官⺠
のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク及びメリット）を把握すると
共に、個別業務のアウトソーシングから包括的⺠間委託の導⼊や施設改
修に関わる DBO の導⼊など段階的な検討を継続的に実施します。 

また、⾝近なテーマとして、維持管理、保守点検及び清掃等について、
委託方法や委託範囲の変更とそれに伴う影響やコストの増減等を勘案
しつつ、引き続き、⺠間活⼒の活⽤を検討していきます。 

職員給与費に関する事
項 

施設整備更新を進めていくためには、技術系職員及び事務系職員共
に⼈員削減は困難であるものの、事務処理の効率化や組織統合といっ
た職員給与費に関する事項について検討していきます。 

動⼒費に関する事項 現時点では、特にありません。 

薬品費に関する事項 現時点では、特にありません。 

修繕費に関する事項 
施設の⽼朽化が進んでおり、今後、修繕が必要になってきます。修繕

計画の⽴案により修繕費の節約及び平準化を図るとともに、施設の定期
点検等による施設の⻑寿命化を図っていきます。 

委託費に関する事項 
対象設備と⼈件費を適正に算出し、委託料を設定していきます。ま

た、⺠間活⼒の活⽤を検討するなかで、必要に応じて計画の⾒直しを⾏
っていきます。 

その他の取組 現時点では、特にありません。 

 
 

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
 

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA サイクルの考
えに基づき、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗管理を実
施し、計画と実績の乖離を検証・対応していきます。 

また、使⽤料⾦の変更や⺠間活⼒の活⽤等により、収支計画の変更
が必要となる場合においては、本戦略を⾒直しするほか、概ね５年ごとに
総合的な検証を⾏い、さらなる現状分析や社会状況の変化などを考慮
し、本戦略を更新します。 
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６．その他 
①経費回収率向上に向けたロードマップ 

経費回収率は、汚⽔処理に係る費⽤が、どの程度使⽤料収益で賄えているかを表した指標であり、
経費回収率が 100％を下回っている場合、汚⽔処理に係る費⽤が使⽤料収益以外の収⼊で賄われ
ていることを意味します。 

本町の下⽔道事業における経費回収率は、経営比較分析表に示したとおり、令和５年度（公営
企業会計法非適⽤）において 57.96％（公共下⽔道事業）、46.22％（農業集落排⽔事業）
であり、100％を下回っています。 

一方、本町の有収⽔量は、少子高齢化等の影響による処理区域内⼈⼝の減少を受け、計画期間
末の令和 16 年度には、令和 5 年度の 96％程度に減少する予測となっており、料⾦収⼊もその影響
を受けることが⾒込まれます。 

公営企業会計の適⽤後、経費回収率は令和 6 年度決算⾒込みでは 55％となっておりますが、天
王地区汚⽔処理施設の統合後の経費をふまえて令和７年度以降に経営審議会を⽴ち上げて、定期
的に料⾦体系の⾒直しを図り、料⾦回収率の向上につなげます。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．経営戦略ひな形様式（別紙） 
「経営戦略策定・改定マニュアル(令和４年１月改定 総務省)」に示された「経営戦略ひな形様式

(別紙)」を次のとおり添付します。 
 
別紙 様式第 2 号（法適⽤企業・収益的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 様式第 2 号（法適⽤企業・資本的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 原価計算表 
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2

40
6,

99
4

41
3,

54
2

的
(1

)
補

助
⾦

－
22

9,
82

8
22

3,
94

6
22

7,
50

0
23

1,
40

0
23

3,
90

0
24

2,
20

0
24

3,
40

0
24

5,
90

0
24

8,
20

0
25

0,
30

0
25

7,
00

0
他

会
計

補
助

⾦
－

22
9,

82
8

22
3,

94
6

22
7,

50
0

23
1,

40
0

23
3,

90
0

24
2,

20
0

24
3,

40
0

24
5,

90
0

24
8,

20
0

25
0,

30
0

25
7,

00
0

収
そ

の
他

補
助

⾦
－

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
益

(2
)

⻑
期

前
受

⾦
戻

⼊
－

17
1,

82
4

18
0,

91
8

16
0,

78
9

16
2,

21
7

15
9,

18
5

15
8,

45
3

15
7,

15
9

15
7,

95
3

15
7,

70
0

15
6,

69
2

15
6,

54
0

⼊
(3

)
そ

の
他

－
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

収
⼊

計
(C

)
－

49
0,

65
1

49
4,

31
5

48
0,

93
5

48
5,

51
9

48
4,

25
5

49
1,

10
2

49
0,

29
5

49
2,

88
9

49
4,

24
6

49
4,

65
7

50
0,

52
4

1.
営

業
費

⽤
－

44
6,

88
5

45
5,

44
0

44
2,

91
5

44
7,

41
6

44
4,

21
0

44
5,

80
1

44
5,

71
8

44
9,

08
0

45
0,

82
2

45
1,

18
5

45
4,

47
9

的
(1

)
職

員
給

与
費

－
21

,7
85

22
,2

03
22

,4
25

22
,6

49
22

,8
76

22
,4

18
22

,6
42

22
,8

68
23

,0
98

22
,6

34
22

,8
63

基
本

給
－

10
,9

40
11

,3
15

11
,4

28
11

,5
42

11
,6

58
11

,4
25

11
,5

39
11

,6
54

11
,7

71
11

,5
35

11
,6

51
収

退
職

給
付

費
－

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
そ

の
他

－
10

,8
45

10
,8

88
10

,9
97

11
,1

07
11

,2
18

10
,9

93
11

,1
03

11
,2

14
11

,3
27

11
,0

99
11

,2
12

収
益

(2
)

経
費

－
13

9,
13

5
13

9,
49

8
14

0,
85

6
14

2,
22

7
14

3,
61

2
14

5,
01

1
14

6,
42

4
14

7,
85

2
14

9,
29

4
15

0,
75

1
15

2,
22

1
動

⼒
費

－
15

,1
06

4,
01

8
4,

02
2

4,
02

7
4,

03
2

4,
03

7
4,

04
2

4,
04

7
4,

05
3

4,
05

9
4,

06
4

的
修

繕
費

－
8,

65
8

6,
20

2
6,

26
4

6,
32

7
6,

39
0

6,
45

4
6,

51
8

6,
58

4
6,

64
9

6,
71

6
6,

78
3

材
料

費
－

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
支

支
そ

の
他

－
11

5,
37

1
12

9,
27

8
13

0,
56

9
13

1,
87

3
13

3,
19

0
13

4,
52

1
13

5,
86

4
13

7,
22

1
13

8,
59

2
13

9,
97

6
14

1,
37

4
(3

)
減

価
償

却
費

－
28

5,
96

5
29

3,
73

9
27

9,
63

5
28

2,
54

1
27

7,
72

2
27

8,
37

2
27

6,
65

1
27

8,
36

0
27

8,
43

0
27

7,
80

1
27

9,
39

4
出

2.
営

業
外

費
⽤

－
25

,3
64

27
,1

17
29

,9
70

30
,0

89
31

,9
86

37
,2

68
36

,4
99

35
,7

72
35

,4
12

35
,3

80
37

,9
54

(1
)

支
払

利
息

－
22

,3
64

24
,1

17
26

,9
70

27
,0

89
28

,9
86

34
,2

68
33

,4
99

32
,7

72
32

,4
12

32
,3

80
34

,9
54

(2
)

そ
の

他
－

3,
00

0
3,

00
0

3,
00

0
3,

00
0

3,
00

0
3,

00
0

3,
00

0
3,

00
0

3,
00

0
3,

00
0

3,
00

0
支

出
計

(D
)

－
47

2,
24

9
48

2,
55

7
47

2,
88

5
47

7,
50

5
47

6,
19

6
48

3,
06

8
48

2,
21

6
48

4,
85

2
48

6,
23

4
48

6,
56

5
49

2,
43

3
(E

)
－

18
,4

02
11

,7
58

8,
05

0
8,

01
4

8,
05

9
8,

03
3

8,
07

9
8,

03
7

8,
01

2
8,

09
1

8,
09

0
(F

)
－

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(G

)
－

2,
45

0
56

60
60

60
60

60
60

60
60

60
(H

)
－

△
 2

,4
50

△
 5

6
△

 6
0

△
 6

0
△

 6
0

△
 6

0
△

 6
0

△
 6

0
△

 6
0

△
 6

0
△

 6
0

当
年

度
純

利
益

（
⼜

は
純

損
失

）
　(

E)
+

(H
) 

－
15

,9
52

11
,7

02
7,

99
0

7,
95

4
7,

99
9

7,
97

3
8,

01
8

7,
97

7
7,

95
1

8,
03

1
8,

03
0

(I
)

－
0

15
,9

52
27

,6
54

35
,6

44
43

,5
98

51
,5

97
59

,5
70

67
,5

88
75

,5
65

83
,5

16
91

,5
47

(J
)

－
19

1,
11

6
21

3,
34

7
24

0,
74

3
27

3,
89

4
31

7,
62

0
33

3,
00

7
34

9,
50

2
37

7,
19

6
40

8,
09

6
44

9,
43

9
47

2,
82

3
う

ち
未

収
⾦

－
9,

46
8

9,
52

0
9,

76
0

9,
67

0
9,

59
0

9,
51

0
9,

43
0

9,
35

0
9,

28
0

9,
20

0
9,

12
0

(K
)

－
14

5,
30

2
13

2,
86

6
13

6,
65

9
13

9,
46

4
14

3,
17

5
14

0,
96

4
13

0,
60

8
12

7,
34

4
12

0,
36

9
12

7,
36

4
12

8,
65

5
う

ち
建

設
改

良
費

分
－

13
2,

50
0

12
0,

01
0

12
3,

67
5

12
6,

36
2

12
9,

93
5

12
7,

80
1

11
7,

06
8

11
3,

66
8

10
6,

56
8

11
3,

53
5

11
5,

00
9

う
ち

一
時

借
⼊

⾦
－

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
う

ち
未

払
⾦

－
11

,0
24

11
,0

80
11

,1
90

11
,2

90
11

,4
10

11
,4

70
11

,5
80

11
,7

00
11

,8
10

11
,8

80
11

,9
90

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(L
)

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　(
A)

-(
B)

(M
)

－
88

,9
97

89
,4

49
92

,6
44

91
,9

00
91

,1
68

90
,4

46
89

,7
34

89
,0

34
88

,3
43

87
,6

63
86

,9
82

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(N
)

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(O
)

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(P
)

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

－
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

健
全

化
法

施
⾏

令
第

16
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

⾦
の

不
⾜

額
健

全
化

法
施

⾏
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
解

消
可

能
資

⾦
不

⾜
額

健
全

化
法

施
⾏

令
第

17
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
22

条
に

よ
り算

定
し

た
資

⾦
不

⾜
比

率
(N

)÷
(P

)×
10

0

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

⾦
不

⾜
の

比
率

(L
)÷

(M
)×

10
0

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

流
動

資
産

流
動

負
債

累
積

欠
損

⾦
比

率
(I

)
÷

{(
A)

-(
B)

}
×

10
0

地
方

財
政

法
施

⾏
令

第
15

条
第

1項
に

より
算

定
した

資
⾦

の
不

⾜
額

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

年
　　

度
　区

　　
分

経
常

損
益

(C
)-

(D
)

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

繰
越

利
益

剰
余

⾦
⼜

は
累

積
欠

損
⾦
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様
式

第
2号

（
法

適
⽤

企
業

・資
本

的
収

支
）

下
水

道
事

業
全

体
R5

R6
（

単
位

︓
千

円
）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

(決
算

)
(決

算
⾒

込
)

R7
R8

R9
R1

0
R1

1
R1

2
R1

3
R1

4
R1

5
R1

6
1.

ー
24

7,
60

0
18

6,
60

0
89

,0
00

17
5,

70
0

33
9,

30
0

52
,0

00
52

,0
00

63
,0

00
77

,0
00

13
7,

00
0

38
,0

00
資

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2.
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
本

3.
ー

32
,6

11
27

,8
87

16
,7

36
10

,9
04

10
,9

75
25

,5
99

30
,1

63
14

,8
79

6,
94

5
4,

22
0

14
,5

00
資

4.
ー

0
20

,0
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
的

5.
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
6.

ー
26

6,
40

0
19

1,
90

0
93

,0
00

18
2,

25
0

35
6,

70
0

64
,5

00
70

,0
00

67
,0

00
70

,0
00

13
0,

00
0

45
,5

00
本

収
7.

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

8.
ー

1,
57

1
2,

85
3

2,
85

0
2,

85
0

2,
85

0
2,

85
0

2,
85

0
2,

85
0

2,
85

0
2,

85
0

2,
85

0
⼊

9.
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
的

計
(A

)
ー

54
8,

18
2

42
9,

24
0

20
1,

58
6

37
1,

70
4

70
9,

82
5

14
4,

94
9

15
5,

01
3

14
7,

72
9

15
6,

79
5

27
4,

07
0

10
0,

85
0

(B
)

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

純
　計

　(
A)

-(
B)

(C
)

ー
54

8,
18

2
42

9,
24

0
20

1,
58

6
37

1,
70

4
70

9,
82

5
14

4,
94

9
15

5,
01

3
14

7,
72

9
15

6,
79

5
27

4,
07

0
10

0,
85

0
収

1.
ー

53
6,

69
0

41
4,

73
1

18
8,

00
0

35
8,

00
0

69
6,

00
0

13
1,

00
0

14
2,

00
0

13
6,

00
0

14
7,

00
0

26
7,

00
0

98
,0

00
資

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

本
2.

ー
13

8,
92

9
13

2,
50

2
12

0,
01

0
12

3,
67

5
12

6,
36

2
12

9,
93

5
12

7,
70

1
11

7,
21

7
11

3,
81

5
10

6,
71

1
11

3,
67

4
支

的
3.

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

支
4.

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

出
5.

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
(D

)
ー

67
5,

61
9

54
7,

23
3

30
8,

01
0

48
1,

67
5

82
2,

36
2

26
0,

93
5

26
9,

70
1

25
3,

21
7

26
0,

81
5

37
3,

71
1

21
1,

67
4

(E
)

ー
12

7,
43

7
11

7,
99

3
10

6,
42

4
10

9,
97

1
11

2,
53

7
11

5,
98

6
11

4,
68

8
10

5,
48

8
10

4,
02

0
99

,6
41

11
0,

82
4

1.
ー

10
5,

97
2

10
2,

34
9

99
,5

69
95

,2
44

82
,9

49
11

2,
52

6
11

1,
14

3
10

0,
82

7
97

,9
11

87
,8

29
10

7,
62

8
2.

ー
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3.
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4.

ー
21

,4
65

15
,6

44
6,

85
5

14
,7

27
29

,5
88

3,
46

0
3,

54
5

4,
66

1
6,

10
9

11
,8

12
3,

19
6

計
(F

)
ー

12
7,

43
7

11
7,

99
3

10
6,

42
4

10
9,

97
1

11
2,

53
7

11
5,

98
6

11
4,

68
8

10
5,

48
8

10
4,

02
0

99
,6

41
11

0,
82

4
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(G

)
ー

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(G

)
ー

1,
87

3,
23

7
1,

92
7,

33
5

1,
89

6,
32

5
1,

94
8,

35
0

2,
16

1,
28

8
2,

08
3,

35
3

2,
00

7,
65

2
1,

95
3,

43
4

1,
91

6,
62

0
1,

94
6,

90
9

1,
87

1,
23

5

○
他

会
計

繰
⼊

⾦
（

単
位

︓
千

円
）

前
々

年
度

前
年

度
本

年
度

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

(決
算

)
(決

算
⾒

込
)

R7
R8

R9
R1

0
R1

1
R1

2
R1

3
R1

4
R1

5
R1

6
ー

23
5,

66
7

22
9,

73
4

23
4,

41
2

23
8,

29
6

24
0,

78
0

24
9,

06
4

25
0,

24
8

25
2,

73
2

25
5,

01
6

25
7,

10
0

26
3,

78
4

う
ち

基
準

内
繰

⼊
⾦

ー
14

2,
34

4
14

2,
72

6
15

3,
27

8
15

4,
68

1
15

4,
42

4
16

0,
39

2
15

9,
07

7
15

9,
08

9
15

8,
78

7
15

8,
84

2
16

2,
71

5
う

ち
基

準
外

繰
⼊

⾦
ー

93
,3

23
87

,0
08

81
,1

34
83

,6
15

86
,3

56
88

,6
72

91
,1

71
93

,6
43

96
,2

29
98

,2
57

10
1,

06
9

ー
32

,6
11

47
,8

87
16

,7
36

10
,9

04
10

,9
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供⽤開始年月日 平 成 元 年 9 月 1 日
処理区域内⼈⼝(令和6年度決算⾒込) 8,101⼈

計算期間 ⾃ ︓ 令 和 7 年 ４ 月
至 ︓ 令 和 17 年 ３ 月

（10年間）

最近１箇年間の実績
（R6年度決算⾒込）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料⾦対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

82,985 82,764 0 82,764

0 0 0 0

401,827 401,368 0 401,368

484,812 484,132 0 484,132

最近１箇年間の実績
（R6年度決算⾒込）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料⾦対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

15,106 4,040 202 3,838

8,658 6,489 649 5,840

0 0 0 0

0 0 0 0

103,115 125,578 3,767 121,811

12,256 9,668 483 9,185

139,135 145,775 5,102 140,673

⼈ 給 料 10,940 11,552 0 11,552

件 諸 ⼿ 当 6,274 6,554 0 6,554

費 福 利 費 4,571 4,562 0 4,562

0 0 0 0

0 0 0 0

3,000 3,000 0 3,000

24,785 25,668 0 25,668

資 22,364 30,745 30,745 0

本 285,965 280,264 280,264 0

費 0 0 0 0

308,329 311,009 311,009 0

472,249 482,451 316,111 166,341
料⾦算定期間(開始) 料⾦算定期間(終了) 料⾦算定期間 資産維持費率※
償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高) （標準値）

6,897,205 4,443,013 5,670,109 3%

※資産維持費＝料⾦算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 170,103

　(営業及び営業外費⽤)+(資産維持費) 336,444

料⾦収⼊／(料⾦対象経費+資産維持費) ︓　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 24.6
＜料⾦⽔準についての説明＞

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

そ の 他

小 計

一
般
管
理
費

小 計

薬 品 費

流域下⽔道管理運営費負 担⾦

委 託 料

支 払 利 息

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 ⾦ 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

■公共下⽔道、農業集落排⽔(加田地区)
基本⽔量に対する基本料⾦と超過⽔量(⽔量段階別)に応じた使⽤料⾦による料⾦体系としています。
■農業集落排⽔(八代地区)
１世帯当たり基本料⾦と世帯⼈員数に応じた割増し料⾦による料⾦体系としています。
使⽤料の⾒直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、料⾦改定の必要性について継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考えとして
います。

動 ⼒ 費

修 繕 費

材 料 費

委 託 料

管
渠
・
処
理
場
費 そ の 他

原価計算表

収⼊の部

項 目
⾦額（千円）

使 ⽤ 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支出の部

項 目
⾦額（千円）


